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１ 何よりいのちを守る県政へ①

病床削減行わず、医療提供体制の確保を

　兵庫県は、公立病院改革ガイドライン、地域医療構想などにより、公立病院を含めた病院の統廃合を
おしすすめ、新型コロナウイルス感染症対応の中心となる急性期病床は、2014年から、2020年度までに
5883床削減、コロナ禍の2020年度では415床、2021年度は69床あわせて484床を削減しています。兵庫県
は、病床削減、地元合意のない病院統廃合をやめ、医療提供体制確保に力を注ぐべきです。

地域医療構想で急性期病床１万490床削減計画
�急性期（稼働病床）――すでに５年間で5,883床削減 ■感染症病床増を

感染症病床 2000年 2020年
結核病床 831床 150床
第１種 ２床 ４床
第２種 46床 50床※

■兵庫県内の主な病院再編・統合の一覧（予定も含む）
団体名 再編前 再編後

兵庫県
（2009年度）
兵庫県立尼崎病院（500床）
兵庫県立塚口病院（400床）

（2015年度）
兵庫県立尼崎総合医療センター（730床）

兵庫県
（2015年度）
兵庫県立柏原病院（303床）
（日赤）柏原赤十字病院（99床）

（2019年度）
兵庫県立丹波医療センター（320床）

兵庫県
（2019年度）
兵庫県立姫路循環器病センター（330床）
医療法人製鉄記念広畑病院（392床）

（2022年度予定）
兵庫県立はりま姫路総合医療センター（736床）

兵庫県
西宮市

（2019年度）
兵庫県立西宮病院（400床）
西宮市立中央病院（257床）

（2025年度予定）
兵庫県立西宮総合医療センター（仮称）（552床）

加古川市
（2009年度）
加古川市立加古川市民病院（411床）
（株）神鋼加古川病院（198床）

（2011年度）
（（地独）加古川市民病院機構）
加古川西市民病院（405床）
加古川東市民病院（198床）

（2016年度）
（（地独）加古川市民病院機構）
加古川中央病院（600床）

伊丹市
（2019年度）
伊丹市立伊丹病院（414床）
公立学校共済組合近畿中央病院（445床）

（2025年度予定）
伊丹市立伊丹総合医療センター（仮称）（602床）

神河町
（2016年度）
神河町立公立神崎総合病院（155床）
宍粟市立公立宍粟総合病院（205床）
医療法人姫路聖マリア病院（354床）

（2019年度）
神河町立公立神崎総合病院（140床）
宍粟市立公立宍粟総合病院（205床）
医療法人姫路聖マリア病院（354床）

川西市
（2019年度）
川西市立市立川西病院（250床）
医療法人協和会協立病院（313床）

（2022年度予定）
川西市立総合医療センター（405床）

豊岡市
朝来市
養父市
香美町

（2012年度）
（公立豊岡病院組合）※豊岡市と朝来市で構成
公立豊岡病院（500床）
日高医療センター（100床）
（公立八鹿病院組合）※養父市と香美町で構成
公立八鹿病院（420床）

（2015年度）
（公立豊岡病院組合）
公立豊岡病院（498床）
（うち但馬こうのとり周産期医療センター56床）
日高医療センター（99床）
（公立八鹿病院組合）
公立八鹿病院（420床）

豊岡市
朝来市

（2012年度）
（公立豊岡病院組合）
公立朝来梁瀬医療センター（50床）
朝来和田山医療センター（139床）

（2016年度）
（公立豊岡病院組合）
公立朝来医療センター（150床）

豊岡市
朝来市

（2019年度）
（公立豊岡病院組合）
公立豊岡病院組合（518床）
公立日高医療センター（99床）
公立豊岡病院出石医療センター（55床）

（2023年度予定）
（公立豊岡病院組合）
公立豊岡病院組合（528床）
公立日高医療センター（43床）
公立豊岡病院出石医療センター（55床）

三田市
神戸市

（2022年度）
三田市民病院（300床）
済生会兵庫県病院（268床）

（2028年度予定）
新病院（400～450床）

※全国平均は人口100万人あたり14床。兵庫県は77床に該当
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１ 何よりいのちを守る県政へ②

保健所減らしあらため、保健所体制の強化を

　兵庫県は、県行革などにより、県の保健所体制の削減・縮小をすすめてきました。そのことは、
2020年からの新型コロナウイルス感染症への対応に、大きな影響を及ぼしています。

・神戸市９カ所→１カ所（1998年）
・尼崎市４カ所→１カ所（1999年）
・姫路市２カ所→１カ所（2000年）

・西宮市保健所は2000年に兵庫県から西宮市へ
・行革により県所管保健所を25カ所→13カ所（2009年）
・明石市保健所は2018年に兵庫県から明石市へ、県所管は13カ所→12カ所

■保健所の半減によりコロナ対応に大きな支障

兵庫県所管保健所の保健師の数の推移

1997年　41カ所 2021年　17カ所

県
民
の
運
動
で
、
コ
ロ
ナ
対
策
の

た
め
に
２
年
間
で
18
人
の
増
員

◆�党県議団は、保健所を現在の約32万人に
１カ所から、せめて10万人に１カ所、現
在の17カ所から約50カ所に増設するべき
と主張しています。

◆�人口10万人あたりの保健師は全国ワース
ト６位（2020年末現在）。保健師の増員を
行うべきです。
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２ 子ども施策・教育の充実を①

子どもの医療費無料化を県制度へ

　※神戸市・尼崎市・三田市・豊岡市が未実施。　※三田市は、2018年７月に未実施に後退。
　※伊丹市は、今年度７月から実施。

■中学３年生までの子どもの医療費無料化は、県下で41市町中37市町へ（90％）

通院・入院とも高校３年まで無料の自治体
通院・入院とも中学３年まで無料の自治体
子どもの医療費助成はあるものの、「通院・
入院とも無料」には至っていない自治体
※ 所得制限なし

県
と
し
て
、
所
得
制
限
な
し
で

�

高
校
３
年
生
ま
で
の
医
療
費
無
料
化
を

対象者 自己負担
対象年齢 所得制限 通院 入院
０歳 なし 所得に応じ１日600～800円、

月２回まで�
１割負担、負担限度額は所得
に応じ、月2,400～3,200円まで１歳～小３ あり小４～中３ 定率２割負担 定率２割負担

兵庫県制度� ※詳細な制度の推移は次ページ（５）へ

2018年２月議会　県の制度で中学校３年生まで子供の医療費無料化を実施することを求める件
共産 自民 自民兵庫 公明 維新 県民（立憲・国民）

〇 × × × × 〇
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兵庫県こどもの医療費助成制度等推移
年月日 乳幼児等医療費助成事業（こども医療費助成事業）の推移

1973.8.1 １歳未満児、自己負担額5,000円超を全額公費負担
※国の老人医療費支給制度と同じ所得制限

1974.8.1 １歳未満児、全額公費負担　※国の老人医療費支給制度と同じ所得制限
1979.7.1 １歳未満児、児童手当法による児童手当と同じ所得制限
1992.7.1 １歳児未満の所得制限を撤廃

1994.7.1 入院・通院ともに３歳未満児まで全額公費負担
※① １歳児～、児童手当法による児童手当の特例給付と同じ所得制限

1999.7.1 通院は３歳未満児まで無料、入院は６歳未満児まで無料　※①
2001.7.1 通院の対象を６歳未満児まで拡大したが、１割（月額上限5,000円〔償還払い〕）の一部負担金を導入　※①
2002.7.1 入院・通院ともに義務教育就学前まで対象児を拡充　※①
2003.7.1 通院の１割負担の窓口上限を5,000円に設定した　※①

2005.7.1
通院を、定率１割負担から、１保険医療機関等あたり１日700円（低所得者500円）を限度に月２回1,400
円（低所得者は1,000円）まで。入院を負担なしから、定率１割負担・月額負担限度額2,800円（低所得者
は2,000円まで）

2007.4.1 入院・通院ともに小学３年生まで対象児を拡大　※①

2009.7.1
通院は、１保険医療機関等あたり１日800円（低所得者600円）を限度に月２回1,600円（低所得者は1,200
円）まで。入院は定率１割負担・月額負担限度額3,200円（低所得者は2,400円まで）
※② １歳児～の所得制限は、市町村民税所得割税額23.5万円未満

2010.4.1 小４～中３までの入院の自己負担を２割にする（こども医療費助成事業として）　※②
2011.10.1 小４～小６までの通院の自己負担を２割にする（こども医療費助成事業として）　※②
2012.7.1 ※③ 所得判定方法を同一世帯を単位とした世帯合算による方式に
2013.7.1 通院について中３まで対象を拡大　※③

　国民の運動、党県議団の追求などで、国は未就学児に係る国民健康保険料等の均等割額について、そ
の５割を公費により軽減しています。また兵庫県内の自治体では、国制度に上乗せして独自の減免を行
っているところもあります。
　国・県は、早期に18歳までの均等割額の完全免除を行うべきです。

○対象は、全世帯の未就学児とする。
○�当該未就学児に係る均等割保険料について、
その５割を公費により軽減する。

　※�例えば、７割軽減対象の未就学児の場合、
残りの３割の半分を減額することから8.5
割軽減となる。

〇施行時期　2022年４月

■子どもの均等割減免一部実施！→18歳まで完全免除を

市町独自子どもの均等割減免　実施状況 （2022年12月現在）
保険者 施　　　策

赤穂市 子どもの被保険者（０歳から18歳に達する日以後最初の３月31日までの間にある者）を３人以上を養育し
ている世帯について、均等割額を３人目は２分の１減額し、４人目以降は全額免除。

加西市 子どもの被保険者（０歳から18歳に達する日以後最初の３月31日までの間にある者）について、均等割を
全額減免。
� 兵庫県内２保険者

【軽減イメージ】子どもに係る国民健康保険料等の均等割額の
減額措置
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２ 子ども施策・教育の充実を②

保育待機児童解消、保育料の無償化を

■保育待機児童解消は、認可保育施設増設、保育士処遇改善で

■学童保育待機児童解消、指導員の処遇改善、配置基準緩和許すな

　厚生労働省の調査で、兵庫県は2022年４月１日の保育待機児童数は311人で、沖縄県に次いで全国第
２位。調査開始以来、４年連続で減少傾向にありつつも、待機児童数の多い上位10地方自治体に兵庫県
の３つの自治体が入っています。兵庫県の対策の中心は、職員配置や設置基準が大幅に緩和されている
企業主導型保育所で、保護者の期待に応えるものではありません。

　兵庫県は、学童保育待機児童
が全国ワースト４位で、学童保
育環境整備が遅れています。
　各地で学童保育関係者から指
導員の処遇改善を求める声が寄
せられており、「指導員の資
格」「配置基準」「広さ」「子ど
も集団の人数規模」「設備・備
品」の早急な改善、さらなる施
策の拡充が必要です。

各年度４月１日時点における待機児童数

学童保育待機児童数
※全国学童保育連絡協議会調べ（単位：人）�　2021年５月１日現在

学童保育待機児童数
全国ワースト４

925人
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■保育料の完全無償化を

ひょうご保育料軽減事業（保育所、認定こども園など）

　2019年10月から３～５歳児の保育料は無償となりました。しかし、「０～２歳児は無償になっていな
い」「給食費は有料」などの声もひろがっています。
　国・兵庫県は、０歳時から給食費を含む、完全無償化の措置を行うべきです。

　兵庫県は、保育所・認定こども園等に通うお子さんの保育料の一部を補助します。
対象の子どもの要件 兵庫県内に住所がある０～２歳児（その年度の４月１日時点の年齢）
世帯の要件 世帯合計の市町民税所得割額が、次の額未満の世帯が対象です。

・第１子　　： 57,700円未満
・第２子以降：�155,500円未満（ひとり親世帯や在宅障がい児（者）のいる世帯は

169,000円未満）
補助額 月額5,000円を超える保育料に対して、下記の補助基準額を上限に補助。ただ

し、保育料の２分の１と比較して低い額が限度額になります。
申請方法 お住まいの市町又は利用している園などから申請についてお知らせします。案

内や申請の時期などはお住まいの市町によって異なります。

　詳しくは、以下にお問い合わせください。

【申請や手続きに関すること】
　　お住まいの市町保育担当課
【制度に関すること】
　　兵庫県福祉部こども政策課こども企画班
　　　電話：078-341-7711
　　　受付時間：平日９時00分～12時00分、13時00分～17時00分

　　兵庫県福祉部こども政策課こども企画班
　　　電話：078-341-7711
　　　受付時間：平日９時00分～12時00分、13時00分～17時00分

保育所・認定こども園等

認可外の事業所内保育所／企業主導型保育事業
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２ 子ども施策・教育の充実を③

学校給食の無償化、中学校給食の完全実施を

■給食費無償化を県制度で！

■中学校給食をすべての市町で

　兵庫県下では、以前から相生市／加西
市が小中学校で、明石市／たつの市が中
学校で無償化を実施しており、一部補助
を合わせると17市町が負担軽減を実施。
　また、西宮市／川西市など新たに８市
町がコロナ対応地方創生臨時交付金（以
降、交付金）を活用して無償化を実施し
ています。兵庫県として、市町への支援
を決断するべきです。

　2015年の中学校給食実施率56％から、2022年（10月）で98％まですすみました。
　また、デリバリー弁当方式である神戸市は、全員喫食制の温かい給食の実施計画が策定されました。
　引き続き全員喫食や自校方式など、安全安心で豊かな給食を求めます。

2022年９月議会　学校給食への公的補助を強め、給食無償化の推進を求める件
共産 自民 自民兵庫 公明 維新 県民（立憲・国民）

〇 × × × × ×

給食費無償化、一部補助の自治体

小中学校で無償化
中学校のみ無償化
一部補助
未実施

☆…�交付金を活用して、
小中学校で期間限定
で無償化を実施。
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２ 子ども施策・教育の充実を④

少人数学級の実施拡充

　国は、義務教育標準法を40年ぶりに改正し、小学校の１学級あたりの上限人数を2021年度から５年間
かけて35人学級が進められ、また今年度から中学校でも１学年で選択制の35人学級に踏み出しています。
　兵庫県は、小学４年生までの少人数学級を実現していますが、小学５・６年／中学での少人数学級を
ただちに実施すべきです。

全国の少人数学級地図 2022
都道府県 政令市

小中学校全学年で少人数学級 � 25府県 �６市
小学校または中学校の全学年で少数学級実施 � １県 �４市
小４から中３までのいずれかで少人数学級実施 � 17都道府県 �６市
小学校１～３年生で少人数学級実施（国と同じ） � ４府県 �４市

2022.6.29　全教教材部調べ：
全教教材部調査および文科省資料および各教育委員会等への聞き取りにより作成
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小学校 中学校

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 １年 ２年 ３年

滋賀県 35 35 35 35 35 35 35 35 35

京都府 30程度 30程度 30程度 30程度 30程度 30程度 35 35 35

大阪府 35 35

兵庫県 35 35 35 35

奈良県 30 30 30 30 30 30 30 30 30

和歌山県 35 35 35 35 35 35 35 35 35
※30程度…少人数学級か少人数指導を選択
□�中学１年の少人数学級を実施していない都道府県は、全国で兵庫、大阪、広島の３府県だけです。

40 40 40 40 40 40 40

40 40 40 40 40

2022年12月議会
全ての子供たちへの行き届いた教育を目指し、35人以下学級の前進、教育の無償化、教育条件の改
善を求める件
共産 自民 自民兵庫 公明 維新 県民（立憲・国民）

〇 × × × × ×

2021年12月議会
コロナ禍の中で３密を避けるためにも小学校５年生・６年生・中学校の35人学級実現を求める件
共産 自民 自民兵庫 公明 維新 県民（立憲・国民）

〇 × × × × 〇

近畿６府県の学級編成の状況

■千種高校視察
　2022年９月８日、党県議団は宍粟市にある県立千種高校
を視察。全校生徒112名、１学年１クラスの小規模校で、授
業はさらに理系／文系に細分化している珍しい学校です。
　先生は、「小規模だからこそ生徒とじっくり向き合え
て、学力に応じた丁寧な指導ができる」「これこそが本来
の教育のあるべき姿だ」と率直に語られました。

校舎前で校長先生と教頭先生、党県議団
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２ 子ども施策・教育の充実を⑤

高校統廃合について

　兵庫県教育委員会は、全日制県立高校125校のうち、2025年度に９校、2028年度に６校の計15校を削
減し、110校にする「県立高等学校教育改革第三次実施計画」を発表。
　今年７月には、2025年度実施対象校14校を発表しました。
　県教委は、普通科・総合学科で１学年６～８学級が望ましい規模として、それ以外を統合対象校とし
ています。一方で機械的な数合わせのための統廃合で、高校に進学する生徒にとっては受験競争の激化
と、遠距離通学も強いられることになります。
　公立高校の学級定員は、兵庫県が全国に先駆けて40人学級に踏み切り、1992年から全国ですすめられ
30年が経過しました。一人ひとりを大切にする教育を行うには、過密過多であり、もっと教員を増や
し、今こそ少人数学級にすべきです。
　また、高校は地域になくてはならない拠点です。
　兵庫県は、統廃合ありきの計画は撤回し、高校での30人学級を推進し、学校を存続させ、一人ひとり
にきめ細やかな教育を行えるようにするべきです。

●2025年度の計画 ●県立高校の統合計画（全体）

第４学区 中播磨地域
姫路南高校・網干高校・家島高校

姫路南高校
福崎高校・夢前高校

福崎高校

第２学区 阪神地域
西宮北高校・西宮甲山高校

西宮北高校

第３学区 北播磨地域
三木北高校・三木東高校・吉川高校

三木東高校

第１学区 神戸・芦屋地域

伊川谷高校・伊川谷北高校

伊川谷北高校

神戸北高校・神戸甲北高校

神戸甲北高校

2022年12月議会　県立高校の統合計画を見直し、少人数学級によって教育の充実を求める件
共産 自民 自民兵庫 公明 維新 県民（立憲・国民）

〇 × × × × ×



（12）

２ 子ども施策・教育の充実を⑥

高校・大学の授業料負担軽減、大学入学金の廃止

■私立高校授業料軽減補助について

■大学生への兵庫県独自の給付型奨学金創設を

■入学金の廃止を

　2020年４月から国の就学支援金が拡充され、年収
590万円未満世帯まで全国平均授業料相当額39万６千
円が補助され、年収590万円～910万円未満世帯に11万
８千800円が補助されています。この国の就学支援金制
度に、兵庫県独自で年収590万円未満世帯には１万２千
円が上乗せ、それまで県の支援のなかった年収730万円
未満世帯には10万円、年収910万円未満世帯には５万円
の支援が行われるようになりました。
　しかし、年収590万未満世帯については、2019年度
の平均授業料40万８千円をカバーし実質無償化だと兵
庫県は説明していますが、2022年度の県内私学の平均
授業料は44万580円です。実質無償化にするために
は、さらに３万２千500円の増額が必要です。

　教育無償化は世界の流れです。
　国は、2020年度から高等教育修学支援新制度により、学費無償化や給付型奨学金を実施しています
が、あまりにも要件が厳しく、全学生のうち８％しか支給されていません。
　学費半額や給付型奨学金制度のさらなる充実、兵庫県独自の支援等が必要です。

　入学金という制度は、他の先進国にはない日本独自の制度です。
　私立大学で平均約25万円、国立大学、県立大学はさらに高い28万２千円、さらに県立大学は県外の入
学者に対しては42万３千円と高額で、県立大学進学への足かせともなっています。

授業料軽減補助制度の内容

2021年度私立高校（全日制）の初年度納付金（授業料/入学金/施設整備費）の生徒一人当たりの平均額

私立学校は、全国３位の高学費

国 就学支援金
県 授業料軽減
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２ 子ども施策・教育の充実を⑦

特別支援学校の整備を

■年々増え続ける特別支援学校利用人数

■過大・過密が解消されず、特別教室を普通教室に

兵庫県内特別支援学幼児児童生徒数／学数
2014年
　県立姫路しらさぎ特別支援学校
2015年
　三田市立ひまわり特別支援学校
　県立出石特別支援学校分校
2017年
　県立西神戸高等特別支援学校
　神戸市立いぶき明生特別支援学校
2021年
　神戸市立青陽なだ特別支援学校
　神戸市立灘さくら特別支援学校
2022年
　県立むこがわ特別支援学校
� ※合併などで減もある� 　（学校基本調査結果に基づく）

特別教室を普通教室に転用している プレハブ校舎を増設せざるを得ない

2022年12月議会　東播地域に小中高のある特別支援学校の新設を求める件
共産 自民 自民兵庫 公明 維新 県民（立憲・国民）

〇 × × × × ×

　阪神北地域（川西市 2024年～）／阪神南地域（西宮市 2025年～）の２つの地域で特別支援学校が開設さ
れます。

　文部科学省は、特別支援学校の最低限の基準である設置基準を始めて制定しました。
　しかし、この設置基準は新設校のみの適用で、既存校には適用されません。既存の特別支援学校の早
期の環境整備が求めれます。

22年連続の増加
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３ 福祉・医療施策の充実①

高齢難聴者補聴器補助事業

　兵庫県民の要望をうけ、2018年12月議会で、党県議団が提案した「国に補聴器購入補助を求める意見
書」が全会一致で採択され、その後も、一貫して県や国に求めるなか、2022年に、都道府県レベルでは
初めての補聴器購入補助（高齢者補聴器活用調査事業：単年度）が実現しました。また明石市で始まって
いた補聴購入補助事業も、県内４自治体にまで広がっています。
　党県議団として、兵庫県の事業を単年度で終わらせるではなく、補助額や対象人数を拡充した恒久制
度となるよう引き続き取り組みをすすめていきます。

兵庫県と各自治体の制度表

補聴器活用調査応募者　市町別一覧

高齢者の補聴器活用状況調査
兵庫県（22年度新規事業）

対　象　65歳以上
　　　　身体障害者手帳なし
　　　　�医師の診断で補聴器が必

要とされた者
人　数　400人程度
上　限　２万円

補聴器購入補助制度
明石市 養父市（22年度新規事業）

対　象　65歳以上
　　　　身体障害者手帳なし
　　　　中等度難聴程度
人　数　300人
上　限　２万円

対　象　65歳以上
　　　　身体障害者手帳なし
　　　　中等度難聴程度
人　数　60人
上　限　３万円

相生市（22年度新規事業） 稲美町（22年度新規事業）
対　象　65歳以上
　　　　身体障害者手帳なし
　　　　中等度難聴程度
　　　　非課税世帯
人　数　25人
上　限　２万円

対　象　65歳以上
　　　　身体障害者手帳なし
　　　　中等度難聴程度
人　数　50人
上　限　３万円

※３月15日時点で党県議団が把握しているところ。「人数」は新年度分

※辞退者がうまれ、新たに50人の募集を行う。
　兵庫県は、高齢者補聴器購入補助の恒久制度実現を。

市町 人数
神 戸 市 143
姫 路 市 19
尼 崎 市 5
明 石 市 79
西 宮 市 26
洲 本 市 1
芦 屋 市 7
伊 丹 市 5
相 生 市 7
豊 岡 市 7

市町 人数
加古川市 12
赤 穂 市 4
西 脇 市 3
宝 塚 市 9
三 木 市 2
高 砂 市 4
川 西 市 8
小 野 市 11
三 田 市 9
加 西 市 4

市町 人数
丹波篠山市 2
養 父 市 2
淡 路 市 2
宍 粟 市 1
加 東 市 1
たつの市 6
猪名川町 2
多 可 町 3
稲 美 町 9
播 磨 町 1

市町 人数
市 川 町 1
福 崎 町 4
太 子 町 1
上 郡 町 6
佐 用 町 3
香 美 町 2
新温泉町 2

計 413



（15）

３ 福祉・医療施策の充実②

県単独福祉医療費助成

　老人医療費助成制度を復活させ、障害者、ひとり親の医療費助成を行革前の水準にし、無料
に。また、75歳以上の医療費助成創設を求めています。

■県「行革」によりくりかえされてきた医療費助成削減

兵庫県の老人医療費（65～69歳）助成改悪の歴史

兵庫県単独福祉医療費（予算額）

※１　�詳細な制度の推移はP5を
参照。

※２　�子ども医療費助成での「世
帯合算」は、兵庫と山口の
２県のみ。

※３　重度障害者（現）での「世
帯合算」は、兵庫、千葉、
富山の３県のみ

※２ ※３

乳幼児・子ども※1
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３ 福祉・医療施策の充実③

国民健康保険事業

■高すぎる国保料の引き下げを

■兵庫県の国保事業費補助金額

■保険料払えず取り上げられる保険証

　国は、国保都道府県化をすすめ、保険
料の統一、医療費抑制、保険料を抑制す
るための市町独自の公費繰り入れ（法定
外繰入）解消を求め、国保料のさらなる
引き上げを行っています。
　国は、未就学児の均等割の５割減免を
はじめましたが、それでも１人当たり保
険料調定額の兵庫県平均は、前年度より
も引きあがっています。国は、国費負担
増を行うとともに、兵庫県として子ども
の均等割免除措置を行うなど、国保料の
引き下げを行うべきです。 ※2018年度から都道府県化に移行

2020年６月１日現在

加入世帯数　732,423世帯

滞納世帯数　 68,799世帯（9.3％）

短期保険証交付数　18,791世帯（2.6％）

資格証明書交付数（全額窓口負担）
� 7,401世帯（1.0％）

差し押さえ件数と額が大幅増加

１人当たり保険料調定額県平均
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市町名 2022年度 2021年度 2020年度 2019年度 2018年度 2017年度
神戸市 102,170 93,739 �95,011� �93,859� �87,563� 88,359
姫路市 103,973 89,527 �89,514� �85,765� �83,382� 89,021
尼崎市 93,128 83,402 �84,446� �88,665� �86,300� 101,646
明石市 93,111 91,029 �91,618� �91,192� �90,460� 95,973
西宮市 108,303 104,057 �101,945� �99,477� �96,184� 94,672
洲本市 96,774 92,877 �92,385� �86,681� �91,502� 97,574
芦屋市 146,409 127,720 �124,110� �114,392� �113,867� 113,072
伊丹市 106,616 94,510 �91,639� �95,609� �91,944� 91,691
相生市 82,089 82,365 �82,721� �77,695� �72,757� 67,651
加古川市 95,916 92,543 �92,496� �92,564� �89,665� 89,012
赤穂市 84,955 83,045 �83,607� �83,842� �84,921� 83,898
西脇市 98,935 95,724 �97,198� �90,124� �89,341� 92,105
宝塚市 113,045 110,358 �110,327� �110,658� �111,272� 111,067
三木市 101,593 86,329 �85,863� �85,145� �86,459� 78,385
高砂市 102,931 93,415 �110,327� �92,750� �87,049� 87,611
川西市 107,903 104,957 �104,947� �92,417� �93,453� 93,349
小野市 104,504 103,031 �103,736� �101,735� �103,320� 99,019
三田市 101,952 99,924 �99,762� �97,161� �96,089� 92,646
加西市 100,911 102,037 �105,130� �102,646� �101,851� 101,786
猪名川町 81,640 83,256 �83,230� �83,589� �84,242� 89,398
加東市 102,966 107,206 �103,346� �96,141� �96,929� 97,073
多可町 93,540 88,618 �89,083� �89,442� �91,671� 95,537
稲美町 86,148 86,055 �87,671� �87,621� �89,327� 89,623
播磨町 87,280 85,306 �87,786� �86,348� �86,498� 86,433
市川町 79,886 79,334 �79,935� �80,163� �79,850� 83,518
福崎町 92,486 91,761 �92,039� �87,378� �88,543� 79,922
神河町 83,220 87,759 �88,145� �86,553� �83,971� 88,945
太子町 91,116 87,572 �87,952� �87,083� �87,218� 87,176
たつの市 95,901 94,834 �95,181� �96,978� �94,432� 90,642
上郡町 84,775 89,406 �83,777� �79,595� �81,713� 81,091
佐用町 99,186 95,412 �95,513� �89,230� �87,923� 84,667
宍粟市 106,402 106,625 �105,195� �100,316� �99,302� 100,040
香美町 96,784 87,537 �80,995� �77,554� �75,732� 78,487
新温泉町 84,590 71,232 �62,301� �77,481� �78,318� 84,739
養父市 85,324 83,912 �83,571� �82,808� �81,785� 87,373
朝来市 88,067 88,331 �88,476� �88,724� �87,016� 88,673
丹波市 97,171 96,220 �97,786� �94,357� �91,680� 94,462
丹波篠山市 92,080 89,667 �91,977� �90,790� �92,280� 90,870
淡路市 103,130 106,273 �101,578� �102,344� �99,338� 106,831
南あわじ市 112,955 115,625 �108,097� �112,335� �110,135� 116,289
豊岡市 88,731 87,232 �80,370� �77,463� �79,516� 90,566
県平均 101,317 94,644 �94,680� �93,295� �90,453� 92,802�
※2018年から都道府県化に移行

市町別の１人当たり保険料調定額
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３ 福祉・医療施策の充実④

介護・高齢者医療

■「要介護１、２」外しなど、利用料引き上げの大改悪検討

■上がり続ける保険料

　国は、▽サービス利用料の２割負担と３割負担の対象拡大▽要介護１、２の訪問・通所介護の保険外
し▽ケアプラン作成の有料化▽老健施設などの多床室（相部屋）の室料有料化など、介護保険制度のさら
なる見直しを検討しています。これ以上の介護給付の負担増、介護保険料の負担増は行うべきではあり
ません。

兵庫県下市町別介護保険料� （単位：円）
第８期① 第７期② 第１期③ ７期比 １期比
2021-23 2018-20 2000-02 ①-② ①-③

兵庫県 6,001 5,895 2,903 106 3,098
神戸市 6,400 6,260 3,137 140 3,263
尼崎市 6,609 6,412 2,982 197 3,627
西宮市 5,600 5,600 2,934 0 2,666
芦屋市 5,740 5,490 2,840 250 2,900
伊丹市 5,200 5,200 2,760 0 2,440
宝塚市 5,892 5,892 2,833 0 3,059
川西市 5,200 4,690 3,000 510 2,200
三田市 5,621 5,621 2,900 0 2,721
猪名川町 5,400 5,400 2,800 0 2,600
明石市 5,870 5,870 2,938 0 2,932
加古川市 5,200 5,200 2,700 0 2,500
高砂市 5,900 5,900 2,700 0 3,200
稲美町 4,800 5,000 2,700 -200 2,100
播磨町 5,500 5,500 2,700 0 2,800
西脇市 6,500 6,200 2,700 300 3,800
三木市 5,000 5,200 3,000 -200 2,000
小野市 5,800 5,500 2,700 300 3,100
加西市 6,300 6,200 2,700 100 3,600
加東市（社町） 5,900 5,900 2,800 0 3,100
多可町（中町） 6,400 6,000 2,700 400 3,700

第８期① 第７期② 第１期③ ７期比 １期比
2021-23 2018-20 2000-02 ①-② ①-③

姫路市 6,200 6,000 2,940 200 3,260
市川町 6,000 5,600 2,600 400 3,400
福崎町 6,160 5,780 2,600 380 3,560
神河町（大河内町） 5,900 5,800 2,600 100 3,300
相生市 5,000 5,000 2,700 0 2,300
たつの市 5,700 5,700 2,700 0 3,000
赤穂市 5,400 5,100 2,700 300 2,700
太子町 6,300 5,350 2,600 950 3,700
上郡町 6,000 6,000 2,600 0 3,400
佐用町 6,900 6,900 2,500 0 4,400
宍粟市（山崎町） 6,700 6,700 2,600 0 4,100
豊岡市 6,150 6,150 2,562 0 3,588
香美町（香住町） 5,329 5,583 2,600 -254 2,729
新温泉町（浜坂町） 5,260 5,260 2,517 0 2,743
養父市 6,950 7,000 2,783 -50 4,167
朝来市 6,000 6,580 2,950 -580 3,050
丹波篠山市 6,380 5,880 2,665 500 3,715
丹波市（氷上町） 5,940 5,890 2,960 50 2,980
洲本市 5,950 5,850 2,700 100 3,250
淡路市（淡路町） 5,800 5,800 2,700 0 3,100
南あわじ市（美原町） 5,300 5,300 2,666 0 2,634
� ※１期比は、（ ）で記載している合併前の行政区との対比
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４ ジェンダー平等について①

男女賃金格差、女性管理職の比率を高める

■男女賃金格差の是正を
　「男は仕事、女は子育て・仕事はパートやアル
バイト」という性別役割分担と一体不可分で、
“社会の中心は男性”、女性の社会的地位の低さ
や家事・育児はもっぱら女性が担うことを固定化
する経済的土台となっています。
　女性差別の解消・女性の地位向上・真の女性活
躍へ、政治が正面から取り組むべき課題です。

その差は、239万円。
40年間勤務とすると
生涯年収１億円の差。

男女別平均年収

主要各国の男女賃金格差

　兵庫県は、2021年、「ひ
ょうご男女いきいきプラン
2025」を策定し女性管理職
比率の目標などを決めまし
たが、低すぎます。公民そ
れぞれ、女性管理職比率を
早急に30%に引き上げ、
2030年までの完全平等を実
現させることが求められま
す。

■国連提唱の男女の完全平等（2030年までに指導的地位女性50%）実現を

■主要各国の男女賃金格差

ひょうご男女いきいきプラン2025の数値目標一覧
項　　目 現状値 目標値

女
性
の
活
躍
と
兵
庫
へ
の
定
着
の
推
進

①�県の審議会における女性委員の割合（本県調べ） 33.0%� （2020） 40%
女性管理職比率
②�民間等（就業構造基本調査） 15.4%� （2017） 25%
③県職員　本庁部局長相当職（本県調べ） 10.3%� （2020.4） 10%
④県職員　本庁課長相当職（本県調べ） 17.6%� （2020.4） 20%
⑤県職員　本庁副課長相当職（本県調べ） 14.5%� （2020.4） 20%
⑥初等中等教育機関　教頭以上（学校基本調査） 15.1%� （2019） 19%
⑦�20～64歳の女性のうち就業している人の割合
（労働力調査等から推計） 71.9%� （2019） 75%

　日本の男女賃金格差は世界各国に比べて差が大
きいです。
　2022年７月、日本共産党国会議員団が繰り返し
求めてきた、男女賃金格差解消への第一歩となる
「男女別賃金に実態把握・公表を企業へ義務付
け」が実現し、政令改正されました。
　介護や保育などケア労働分野の賃金引き上げ、
中小企業支援と最低賃金を1,500円に引き上げる
こと、非正規雇用の正規化などが急がれます。 ※�各国の男性賃金の中央値を100とした場合の女性賃金

の中央値。
※OECDデータから内閣官房がまとめた資料を基に作成。

一般質問や委員会などで、
求めていたインセンティブ
制度が実現しました。 ←ひょうご女性活躍推進企業認定制度

　（ひょうごミモザ企業）
　…兵庫県内企業の女性活躍を促進するための制度。
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４ ジェンダー平等について②

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度、多様性豊かな社会へ

■パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度を兵庫県制度に

■多様性豊かな社会実現へ

　行政によるパートナーシップ・ファミ
リーシップ宣誓制度が全国で広がってい
ます。
　それぞれの立場、一人ひとりの人権を
尊重するという根本的な問題であり、多
様性を認め合い、誰一人取り残さない県
政運営を進めていくために必要不可欠な
課題です。
　2022年９月現在115組の同性パートナ
ーが宣誓を受けています。

　LGBTQに関する兵庫県職員のガイド
ラインが策定されました。
　また、当事者団体・支援団体と連携し
たLGBTQ相談窓口を設置。
　私たちが求めていた相談体制が一歩前
進しました。

パートナーシップ宣誓制度を導入している都府県／自治体

都道府県
（10都府県）

茨城県、群馬県、大阪府、三重県、佐
賀県、青森県、秋田県、栃木県、福岡
県、東京都

兵庫県内
（10市１町）

宝塚市、三田市、尼崎市、伊丹市、芦
屋市、川西市、明石市、西宮市、猪名
川町、姫路市、たつの市

※明石市は、ファミリーシップ制度も導入しています。

●パートナーシップ宣誓制度
　�　同性カップルを婚姻に相当する関係と公認する制度。公営住宅への入居、緊急時の病院での面
会などで、親族同様の扱いを受けることが可能。
　※�兵庫県はパートナーシップ宣誓制度導入市町にある県営住宅に、同性パートナー同士の入居が
可能。

●ファミリーシップ宣誓制度
　　同性カップルと同居する子どもも家族として認める制度。

LGBTQ相談窓口 電話番号：050-3637-7521

毎週土曜日18時～21時
※年末年始（2022年12月31日（土曜日））は除く
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４ ジェンダー平等について③

痴漢対策

■痴漢対策
　最も身近な性暴力は痴漢です。
　2021年12月末、大学入試に遅れられない受験生を狙う卑劣な痴漢加害、それを煽るネットの書き込みが
あると相談を受け、年明けから各鉄道事業者に赴いたり、あらゆる場面で痴漢対策強化を求めてきました。
　その結果、消極的だった鉄道事業者も変化し、兵庫県内すべての駅やホーム、あるいは電車内でアナ
ウンスが流され、鉄道警察隊はホームや車内、地域交番は構内外で警備、と対策が講じられました。そ
の後も対策は進み、神戸市交通局は「痴漢に遭ったら見たら 迷わず 110番」と呼びかけるポスターを
市営地下鉄車内など貼りだされています。
　2022年６月に痴漢を含む性暴力被害について、若年者に初めて内閣府が実態調査を行い、調査結果を
発表しました。圧倒的に多数の被害女性が警察に通報も相談もしていないことがわかりました。
　痴漢をなくしていくためには、“通報しよう！”と思える環境づくりが必要です。

被害に遭った時の相談状況について

相談しなかった理由

�※内閣府男女共同参画局の実態調査より
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５ 経済・雇用・産業支援①

賃金・雇用

■減り続ける兵庫県内の民間平均賃金の推移

■低い兵庫県の最低賃金
　兵庫県の最低賃金は、960円となりましたが、これでは、当たり前の人間ら
しく文化的な生活を送ることはできません。兵庫労連の試算では、兵庫県内で
独身25歳の一般労働者が、当たり前の生活をするためには、給与月額約24万
円、時給に直すと1,600円が必要としています。現在の最賃では、まったく足
りていません。また、お隣の大阪1,023円よりも63円低く、この場合年収で、
13万円の差もつきます。
　ただちに全国一律で、1,500円、1,600円の最低賃金が必要です。

常用労働者１人平均給与総額（年額）

24年間で１人あたり
年約87万の減収

　党県議団は、兵庫県に対し、最賃の引上げを求めて、国や労働局
に申し入れるべきであること、県
の施策として、賃金を引き上げる
ために、中小企業などへの独自の
支援を行うことを求めています。

Ａランク（984円以上）
Ｂランク（898円以上）
Ｃランク（878円以上）
Ｄランク（858円以下） 全国最低賃金MAP（単位：円）

2022年12月議会　最低賃金の改善と中小企業支援の拡充を求める意見書提出の件
共産 自民 自民兵庫 公明 維新 県民（立憲・国民）

〇 × × × × ×
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５ 経済・雇用・産業支援②

中小企業支援

■兵庫県経済の主役は中小企業

■�中小企業支援を強め、� �
地域経済を守る

■住宅リフォーム助成制度の創設を

兵庫県内21自治体で中小企業（小規模、産業）振興条例制定

企業数 常用雇用・従業者数

� （2021年版中小企業白書付属統計資料〈2016年〉より）

中小企業振興条例制定ひろがる
　党県議団などが業者の皆さんと要
望していた兵庫県の中小企業振興条
例は、2015年に制定。その後も各自
治体でひろがっています。

　兵庫県内14自治体（2022年10月現在）で実施されている住
宅リフォーム助成制度。抜群の経済効果を生み出します。
兵庫県として制度の創設を。

2007年 宝塚市
2013年 丹波篠山市、三木市
2014年 尼崎市
2015年 福崎町、養父市
2016年 市川町、神河町、上郡町、猪名川町
2017年 加東市、加西市、丹波市、多可町
2018年 宍粟市、芦屋市、新温泉町
2019年 西宮市、西脇市、たつの市、香美町
2020年 太子町
2021年 佐用町
2022年 豊岡市

（兵商連調査・2022年10月現在）

住宅リフォーム
助成制度のある自治体

西宮市、宝塚市、明石市、
加西市、多可町、福崎町、
稲美町、播磨町、新温泉町、
香美町、養父市、丹波篠山市、
丹波市、朝来市
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５ 経済・雇用・産業支援③

大企業呼び込み批判

■大企業呼び込みでは、地域経済は守れない

■「雇用が増えた」というが…

■こりない兵庫県

■大阪湾ベイエリア構想

　兵庫県の産業政策の中心は、全国でもまれな上限なしの産業立地補助金です。これまでに、大企業を
中心に249億円（2020年度まで）の補助を行っていますが、そのうち尼崎や姫路でパナソニック１社に131
億円もつぎ込んでいます。尼崎の工場はわずか数年で撤退。

　ほとんどは、期間工など不安定雇用。尼崎のＰ４工場の撤退では、240人あまりが仕事を失いました。

　「本社機能の移転」など条件をかえて、企業立地補助制度を継続。また、再開発地区などで転入して
くる企業の税金を優遇する制度をつくるなど、「呼び込み型」を続けています。
　破たんした大企業誘致ではなく、地元中小企業への支援を重視すべきです。

　齋藤元彦知事は、2025大阪・関西万博、
大阪でのIRを契機に、人、モノ、投資の呼
び込みを促進するため、兵庫県域のベイエ
リアの将来像や事業展開の方向性を示す
「兵庫県域の大阪湾ベイエリア活性化基本
方針」を策定するとしています。
　党県議団は、呼び込み型、インバウンド
型に頼る経済政策では、兵庫の活性につな
がらないと批判しています。

パナソニックへの兵庫県の補助

海上交通を整備し、ベイエリアに
企業やホテルなどの誘致などを目論む
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５ 経済・雇用・産業支援④

農業支援

■年々減少する農業産出額と目標に達しない新規就農者数

■県「行革」による農業支援の切り捨て

農業算出額 新規就農者数

農業改良普及センター

2008年　22カ所 13カ所へ⇒　9カ所削減　⇒

農業改良普及センター職員数の推移

　貧弱な農林業政策のもとで、兵庫県内の就農者は激減し、耕作放棄地がひろがっています。同時に、
県「行革」で営農を支援する普及センターも普及指導員も削減。農林業などに意欲ある方が続けられる
よう、小規模でも営農できるような支援策や、農業をささえる普及センター、普及員の充実がもとめら
れます。

目標400人
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６ 気候危機打開へ

温室効果ガス削減、石炭火力発電所廃止を

■2030年温室効果ガス60％（2010年比）削減、2050年ゼロカーボンを

■神戸製鋼石炭火力発電所新設中止、兵庫県の石炭火力発電全廃を

　兵庫県は、2022年３月に策定した地球温暖化対策推進
計画では、2030年削減目標を48％（2013年比）としていま
すが、不十分です。兵庫県の目標を引き上げ、ゼロカー
ボンへ本気の姿勢が問われています。

　神戸市灘区灘浜の神戸製鋼石炭火力
発電所で、新たに２基の石炭火力発電
所を建設し、2022年２月から１基稼
働、もう１基も試運転が行われていま
す。日本以外の先進国では、期限をき
った石炭火力発電所の全廃を計画。日
本でも全廃するべきです。
　兵庫県では、既設６基、新設２基の
石炭火力発電所があります。兵庫県
は、早期の全廃計画を立て、実施すべ
きです。

温室効果ガス2030年削減目標

兵庫県の温室効果ガス排出量

半径３㎞周辺には保育園、幼稚園、小中学校、病院などが存
在します



（27）

　政府は、2030年の電源構成について、再生エネルギーを30%台後半にしようとしている一方、原発に
ついては２割を維持しようとしています。しかし福島原発事故であきらかになった危険で、コスト高の
原発の再稼働を行うべきではありません。
　関西では、関西電力が、美浜や高浜など老朽化した原発の再稼働を狙っています。原発再稼働をスト
ップさせ、原発にも石炭にも頼らないエネルギー構成にすべきです。

■原発再稼働許さず、原発ゼロを！

■再生可能エネルギー100%めざして、永続可能なエネルギー政策を

■2030年までには、再エネ50%を――兵庫県の再生可能エネルギー導入状況

兵庫県の再生可能エネルギーの発電量の推移と2030年目標

宝塚市は、市長が脱原発を宣言。市民
との共同で市民太陽光発電のとりくみ
を促進

林業の振興と一体に木質エネルギーを
活用。木材加工で出た木屑を乾燥に利
用（木材センター・宍粟市）
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７ ９条生かした平和外交を①

ウクライナ危機から平和を守る

　ロシアによるウクライナへの軍事攻撃は、国連憲章の原則を踏みにじる蛮行で、許されません。兵庫
県議会は、全会一致で、ロシアを非難する決議をあげました。
　政府は、ウクライナ危機に乗じるかたちで、中国や北朝鮮の脅威論をさらにふりまき、GDP比２％
までの軍拡をすすめようとしています。
　兵庫県は、国のこうした姿勢を批判するとともに、憲法９条を生かした平和外交を行うべく働きか
け、県の行政としても９条を生かした平和行政をすすめるべきです。

　ロシアのウクライナ侵攻を非難する決議

　ロシア軍は２月24日、ウクライナに侵攻した。
　これは、ウクライナの主権と領土の明確な侵害で、国連憲章の原則に反す
るとともに、関係国の平和を求める努力を踏みにじる行為である。Ｇ７で
は、深刻な国際法違反であり、国際秩序に対する深刻な脅威であるとして強
い非難を表明した。
　兵庫県議会は、国際間の法秩序と対話による世界平和の実現を希求し、政
府においては、国際社会とも連携し、あらゆる外交努力によって、ロシアの
ウクライナからの無条件即時撤退と原状回復に全力を尽くすことを強く要請
する。
　以上、決議する。

令和４年３月１日
兵　庫　県　議　会
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７ ９条生かした平和外交を②

非核平和の世界と日本を

　2021年１月22日、核兵器禁止条約が正式発効し、68カ国が批准しています。第１回締約国会議には、
ドイツなど批准していない国も参加しています。
　日本政府に対し、核兵器禁止条約に参加を求める意見書は、全国645自治体、兵庫県では、明石市、
芦屋市、尼崎市、淡路市、川西市、宍粟市、高砂市、三木市、南あわじ市、香美町、新温泉町、播磨町
の12自治体であがっています。
　兵庫県も意見書を採択させ、国に批准・参加をもとめるべきです。

2022年9月議会　日本政府に核兵器禁止条約の参加、調印、批准を求める意見書提出
共産 自民 自民兵庫 公明 維新 県民（立憲・国民）

〇 × × × × 〇
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８ 県営住宅①

県営住宅

■県営住宅削減、制度改悪にストップを

○10,000戸の削減を計画

○家賃減免制度を改悪（2014）

○管理を民間まかせに

○コロナによる影響を受けている方への県営住宅3,000戸提供！

○「空き家」があるのに改修できず
　募集すすまず

　２億円の負担増を押しつけ。一度に５千
円値上がりの人も。非課税所得とされる遺
族年金／障がい者年金／児童手当なども減
免の計算では対象にされる。

　指定管理者に民間事業者を参入させ、
「家賃減免について教えてくれない」な
ど、福祉的対応ができなくなっています。

提供戸数：3,000戸（神戸・阪神で2,000戸）
提供戸数 分布：12市88団地

神戸市内 750戸
2,000戸阪神南管内 450戸 各市　150戸

阪神北管内 800戸 各市　200戸
東播磨管内 600戸 各市　200戸
中播磨管内 400戸 姫路市　400戸
合計 3,000戸

減免家賃の例
年収100万円の者が、西宮浜高層１DKに住む場合
家賃：23,400円→減免で12,500円

ご相談は…
　県・住宅管理課　☎078-230-8460
� （平日　９：00～18：00頃）

■�県営住宅入居者へのコロナ給付金が� �
家賃算定から除外することが可能に

　個人事業主などで、2021年に新型コロナ関係の給付金（課税対象）を給付
されている方については、2022年度の収入（2023年４月からの家賃算定）に
おいて「一時的な所得」として家賃算定から除外することが可能になりま
した。なお、確定申告書、給付金等が給付されたことが分かる書類等で内
容が確認できる場合に限ります（非課税とされている給付金は対象外）。
※課税対象給付金：持続化給付金、家賃支援給付金等確定申告を行っているもの

　　　詳しくは以下にお問合せ下さい。
　　　　　　兵庫県まちづくり部公営住宅管理課
　　　　　　　直通　078-230-8460

党県議団の働きかけで可能となりました
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８ 県営住宅②

UR借上げ

■借上げ「追い出し」ではなく、住み続けられる県営住宅を

■災害援護資金は、返済免除を

　URとの20年契約を理由に入居者に退去を迫り、生活やコミュニティを壊すことはゆるされません。
兵庫県議会での党県議団の追及で知事も「入居者の実情なども勘案し、機械的に対応するつもりはな
い」と約束。県営住宅では、判定委員会の判定方式を導入し、継続入居に、柔軟な対応が一定なされて
いますが、一方で、基準にあわない方へ判定方式を受けさせないなどの対応などもでてきています。神
戸市では、市長が退去迫り、裁判に訴えています。とんでもないやり方で、市民県民の批判が高まって
います。

　2018年12月に、国の通知により、「生活保護者」、「破産者」の返済が免除されることとなりました。
　さらに神戸市は2021年９月、未返済分729件、11億５千万円の返済を免除しました。
　しかし、2022年９月末時点で、いまだに尼崎市、明石市、西宮市、洲本市、芦屋市、伊丹市、宝塚
市、川西市、南あわじ市、淡路市の10市で455件、５億７千万円が未返済となっています。
　国、兵庫県は、すべて返済免除にすべきです。

要介護
３～５ 障害重度 85歳以上

80～84歳 75～79歳 75歳未満

介護１・２、
障害中度 その他 介護１・２、

障害中度 その他 介護１・２、
障害中度 その他

兵庫県 継続入居 判定委員会の判定により一部継続入居

宝塚市 全員継続入居

伊丹市 全員継続入居

神戸市 継続入居 転居

西宮市 予約制・確保まで
５年間延長 期限内に転居

注：表は、簡略化したものです。
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９ 災害の危険からいのちを守る①

津波高潮対策強化

【参考】
2018年　災害被害

　地球温暖化による世界的な気候変動により、これまでに経験したことのない集中豪雨や大型台風など
が頻発、災害がさらに多発しており、その備えは兵庫県行政の大きな課題となっています。

死亡 重傷者 軽傷者 全壊 半壊 一部損壊 床上浸水 床下浸水
７月豪雨 2 2 9 16 18 81 68 707
台風12号
台風20号 11 1 14 1 3
台風21号 7 53 8 44 2,631 156 315
台風24号 1 11
合計 2 9 74 25 62 2,726 225 1,036

■兵庫県の被災者生活再建支援制度創設を
　災害による家屋被害等に対し、兵庫県は独自の恒久的な制度をもっていません。2018年災害の時は、
時限的な被災者生活再建支援制度により、一定の支援を行いましたが不十分です。少なくとも京都並み
の制度が必要です。

兵庫県被災者生活再建支援金支給額（法支給対象外）�

制度による支援の実情の表
被災者生活再建支援金事業件数（2018年災害での実績）
７月豪雨、台風20号、21号 県支援金 国支援金 計
全壊 ５ ９ 14
大規模半壊 ２ ４ ６
半壊（半壊解体・長期避難） 44 ４ 48
一部損壊（損壊割合10％以上） 165 ー 165

合計 216 17 233

区分 金額 京都（法対象地域） 京都（法対象外）
全壊 150万円 150万円［450万円（※２）］ 300万円 ※建てかえ・購入
大規模半壊 75万円 100万円［350万円（※２）］ 250万円 ※建てかえ・購入
半壊 25万円 150万円 150万円
一部損壊、床上浸水（※１）15万円 50万円 50万円
（※１）損害割合10％以上が要件 （※２）国＋府の合計
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９ 災害の危険からいのちを守る②

民間住宅や福祉施設の耐震化

■兵庫県内河川改修率59.9％、土砂災害警戒区域整備率31.0％(2022年３月末）

■県「行革」で減らした土木事務職員の増員を

■民間住宅や福祉施設の耐震化予算ふやし促進を
民間住宅の耐震化実績

民間住宅の耐震化率推移

　異常気象などもふまえ、災害の多発が懸念されるもとで、兵庫県内の防災・減災整備は、すすんでい
ません。予算の使い方を抜本的に転換し、公共事業の中心は、防災・減災整備にあてるべきです。

　2009年の佐用水害では、土木事務所を減らしたことで、初
動の対応が遅れ、21人が犠牲になり、いまだに行方不明者が
１人います。頻発する災害に対応するために、土木事務所職
員を抜本的に増員すべきです。

※全国より進んではいるが早期の100％を達成すべきです。

2008年 �⇒�2018年
土木事務所 22カ所 �⇒�13カ所
土木事務職員 1,254人�⇒� 918人

【工事費補助の実績】 （単位：戸）

年度 2003～
2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

2022
(７月末) 計

実施
戸数 656 275 469 553 224 413 387 365 554 479 484 295 451 303 199 117 6,224
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10 過大な見込みで大型開発①
不要不急の高速道路はやめよ

　兵庫県は、「基幹道路八連携軸」として、高速自動車国道を中心に約920㎞の路線網を構成し、2022年
４月現在、約772㎞（84％）が供用しています。全国２位と言われる不要不急の高速道路への投資を優先
するのではなく、生活道路の補修、遅れている河川改修や土砂災害警戒区域整備等、防災・減災事業に
力をいれるべきです。

名神湾岸連絡線� ２㎞ 600億円
大阪湾岸道路西伸部� 14.5㎞ ５千億円
播磨臨海地域道路� 50㎞ ５～６千億円

高速道路の延長

　兵庫県は、県庁舎建て替えを一旦凍結し、三宮開発にリンクさせた元町再開発のなかで、県庁舎のあ
り方も検討するとしています。元町への新たな投資事業をすすめるのではなく、当初の目的でもある、
県庁舎の耐震化を急ぐべきです。

■元町再開発の見直し、県庁舎の耐震化を
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10 過大な見込みで大型開発②
関空二期、神戸空港、但馬空港、交流の翼港など

　90年代、多くの自治体が国の意向に沿って公共事業費をふくらませてきましたが、特に、兵庫県は
「震災復興」の名も借りて、過大な需要見込みで大型開発を続けてきました。そのツケは県民に。

淡路ウェスティンホテル
経営がゆきづまり兵庫県が131億円で買収

神戸空港

同ホテルのそばにある70億円の
「釣り堀」（交流の翼港）

見込み 実績 使われた税金
（事業費）

関空２期
旅客数　年間3,980万人 旅客数　年間2,400万人 5,400億円

（9,000億円）貨物　130万トン 貨物　69万トン

神戸空港 旅客数　年間434万人 旅客数　年間253万人 2,934億円

但馬空港
利用者数　年間４万７千人 利用者数　年間４万人 建設に179億円

毎年赤字補てん
１億６千万円／年発着回数　３往復 発着回数　２往復

交流の翼港
（淡路）

定期航路の開設　１～２ 定期航路の開設　ゼロ
70億円

プレジャーボート　20隻／日 プレジャーボート　1.9隻／日

姫路港
（広畑地区）
大水深岸壁

取扱貨物量　64万トン 取扱貨物量　９万トン 40億円
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10 過大な見込みで大型開発③
塩づけ土地（未利用地）のツケ県民へ

但馬空港周辺用地
� 565.43ha、62.55億円

丹波市氷上南油良用地
� 122.37ha、51.30億円

丹波篠山市小多田用地
� 99.34ha、33.55億円

三田市酒井畦倉用地
� 62.66ha、38.49億円

宝塚新都市
1111.65ha、1097.13億

三木市新都市用地
� 34.13ha、49.13億円
三木市中里公共用地
� 25.41ha、6.77億円

淡路市石の寝屋用地　17.56ha、14.86億円
淡路市江崎汐鳴山用地　90.50ha、78.61億円
淡路市（旧一宮町）多賀用地
� 20.98ha、30.41億円

南あわじ市津久井用地　33.27ha、17.95億
南あわじ市伊加利用地　57.89ha、30.38億

三木市福井上荒川用地
� 78.88ha、89.71億円
小野市山田用地
� 114.91ha、127.42億円

佐用町西山公共用地
� 23.44ha、2.62億円

たつの市菖蒲谷用地
� 57.31ha、15.56億円

　兵庫県は、90年代、さまざまな開発構想や「乱開発を防ぐ」などの理屈をつけ、広大な土地を「土地
開発公社」などを通じて先行取得してきましたが、ほとんど利活用の見込みがないまま「塩づけ」に。
時価や取得の経過などを明らかにせず、反省もないまま、新たな借金（借りかえ）で兵庫県が「土地開発
公社」などから買い戻しています。

これまでの買い戻し面積と金額

まだまだ残る塩づけ土地 1,650ヘクタール、 827億円分

　　　　　　　は、2,516ヘクタールを1,746億円で使う見込みのない「環境林」として購入

なんと甲子園654個分

井戸知事

　兵庫県が51億5,400万円
で取得した淡路市浅野神田
用地をパソナに1/10の５億
円で売却！？
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11 県職員削減
県民サービス大きく低下

■職員数少ない

■広がる“官製ワーキングプア”

■長時間労働が横行

■住民サービスが低下

　自治体が請け負うべき仕事を民間や指定管理者にまかせ、安くて不安定な雇用を広げています。
（例）障害児スクールバス介助員
専門知識をもつ正規職員として雇用されていたのに、民間委託で「短期アルバイト」としてバス会
社が募集。

　ひと月あたり80時間以上の超過勤務を８カ月連
続の職員やひと月あたり超過勤務が300時間をこ
える職員も。

（例）
「母子父子寡婦福祉資金」の債権回収を民間に
委託

　兵庫県との約束で毎月千円ずつ返済していた
母親が、債権回収会社からいきなり「40万円一
括返済」を求められた
� （党県議団への県民の相談から）

　収入がなく家賃減免制度の対象なのに、相談
に行っても何も教えてもらえなかった
� （党県議団への県民の相談から）

（例）
県営住宅の管理を指定管理制度で民間の会社に

人口、面積に応じた
適正職員数に対する職員比率

（2018年時点）

11年間の定員削減率
（2007年～2018年比）

△30.0％（全国１位） △82.77％（全国46位）

県職員をふやし、県民サービスの充実と職員の働き方改革を

➡ ➡
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日本共産党兵庫県会議員団

ねりき　恵子 【宝塚市選出】

団長、文教常任委員

いそみ　恵子 【西宮市選出】

副団長、産業労働常任委員

き　だ　　結
ゆい

【神戸市東灘区選出】

政調会長、健康福祉常任委員

庄本　えつこ 【尼崎市選出】

総務常任委員

入江　次郎 【姫路市選出】

政調副会長、建設常任委員

県政へのご相談・ご要望などはこちらへ

№57� 2023年１月

いのち、くらし守る
� 県政の実現を

高齢難聴者補聴器購入補助制度などについて耳鼻咽喉科医師と懇談（2022年６月）


